


見え隠れする中国

　２月１日。民主政治が本格始動
したミャンマーで突如として
ミン アウン　フライン総司令官に
よるクーデターが強行された。新
型コロナウイルスと奮闘中の世界
はこの大胆不敵な蛮行に測り知れ
ない衝撃を受けた。
　多くの人びとは、これは米国大
統領選後の一瞬の国際政治的な
“空白”を突く深慮遠謀的なクー
デターではないかと考えた。さら
に、果たしてこれはミャンマー軍
部の単独犯行なのかと、その動機
に疑いの目を向けている。日本の
新聞は「背後に中国か」と疑って
いる。
　中国にとって、これでベトナム、
カンボジア、ラオス、タイなどの
中国南部および南西部における安
全保障という名の“万里の長城”
がひとまず構築されたことになる。
まずベトナムは中国と一線を画し
ながらも一党独裁の社会主義国で
あること。カンボジアは立憲君主
制の下で中国路線に完全に便乗し

ているフン・セン首相による独裁
政権の国。ラオスは今では完全に
中国に呑み込まれた人民民主共和
国。タイは立憲君主制の下で軍部
主導の議会制民主主義を一応継承
しているが、対外的には常に中立
路線であり、中国とは中立を堅持
しながらも、経済面では共存共栄
の道を歩んでいる。しかし、最近
では高速鉄道網計画などを通して
中国経済への依存度が日々高まる
一方で、中立路線が危ぶまれてい
る。2017年には戦車10両、潜水
艦１隻を中国から購入している。
　こうした国々の中で、中国にと
って戦略的に最も重要な国はミャ
ンマーだと言える。中国にとって
この国とは、北東部において中国
雲南省との長い国境を有し、さら
にインド洋へ直結する中国の出入
口として戦略的な地理的条件を備
えている。つまり、中国はミャン
マーを南下した先をインド洋への
出入口として、ラカイン州チャウ
ピューの経済特区に工業団地を造
成し、港には大型船舶が接岸でき
るディープ・シー・ポート（深海

港）を建設し、ここに陸揚げされ
た原油、ガスのパイプラインは、
わがもの顔でミャンマー国土の南
西から北東へ横断しながら雲南省
昆明まで延々と敷設されている。
その原油量は年間2,200万トンだ
と推定されている。

インド洋への戦略拠点か

　さらに、中国は「ミャンマー・
中国経済回廊計画」を提案してい
るという。その計画によると、ま
ず中国雲南省昆明からミャンマ
ー・マンダレーへ、そしてマンダ
レーから一つはインド洋のチャウ
ピューへ、もう一つはヤンゴンへ
至る、いわゆるY字型回廊計画
（鉄道、高速道路も含まれる）だ
という。これらの計画は、まるで
中国の裏庭的な構想だと言えない
こともない。とにかく、インド洋
に面した経済特区チャウピューは、
中東、アフリカへの中国の「一帯
一路」構想の重要な戦略的拠点で
あり、特に中国海軍にとってはイ
ンド洋への寄港地としても利用価
値の高い“戦略港”だとも言える。

　こう見てくると、中国にとって
ミャンマーはインドシナ地域にあ
って軍事・経済両面において最も
重要な国であることが明らかにな
ってくる。それゆえに、ミャンマ
ーの議会制民主主義が今後、軌道
に乗り、欧米との交流、連携が深
まってくると、中国の思惑通りに
事が進まなくなると予想される。
　危険な芽は早めに摘み取る必要
がある。今後、米国が自由で開か
れたインド太平洋戦略の一環とし
てミャンマーとの関係を重視する
前に、中国としては早めにミャン
マーの民主化路線にくさびを打ち
込む必要性が高まってくる。今回
の軍部によるクーデターの背景に
はそういう思惑があったのではな
いかと推測される。
　しかし、軍部にとって前途は多
難である。それは、スー チー民主
化路線でも手を焼いてきた少数民
族問題である。この問題の解決を
見出さなければ、極端に言ってミ
ャンマーの真の独立国家は完成し
ない。民族構成で見ると、ビルマ
族が全体の約70％を占めていて、
その民族構成の上に現在のミャン
マー連邦共和国が成り立っている。
残る約30％はシャン族、カレン
族、ラカイン族、モン族など多く
の少数民族などで占められ、国家
の枠組みからはみ出して、反政府
的な行動をとっている場合もある
ので、国家の統一という点で大き
な障害になっている。

少数部族というアキレス腱

　アウン サン スー チー国家顧問
の率いる国民民主連盟はこれまで、

少数民族武装組織との停戦・和平
を最優先課題にしてきた。そのた
め「21世紀のパンロン会議」と
いう和平会議を開催してきた。し
かし、今回のクーデターでその希
望は断たれることになった。中国
国境のシャン州ではこの一帯に群
雄割拠するワ州連合軍（UWSA）
による組織再編が進んでおり、
中央政府との対決姿勢を強めな
がらも和解の道が見えていたと
ころであったが、今回の政変で
軍部との対決姿勢を一層強める
ものと推測されている。
　筆者は2004年12月にミャンマ
ーのシャン州コーカンにあるラ
オカイ（老街）を訪ねて、地区
指導者のウ  ポンシャーシーに会
ったが、実に温厚なリーダーであ
った。その後、軍部と衝突した。
理由は明らかではない。いずれに
せよ軍部の力による統治では少数
民族問題の解決は遠のくだろう。
　スー チー氏が少数民族問題を最
優先事項にした背景には、なにか
と問題を起こすミャンマー軍の縮
小計画があったのではないかとみ

られている。軍の勢力拡大・維持
は、少数民族への対応に助けられ
ている面が強い。だから、軍部に
とって少数民族が反抗すればする
ほど、勢力拡大へつなげられる。
その意味において、少数民族との
和解はミャンマー軍の縮小にもつ
ながりかねない。軍部は民主化が
進み、少数民族との和解が次々と
達成されていけば、ある意味で無
用の長物になる恐れがある。
　その意味で、スー チー民主化路
線、少数民族との和平路線は、ミ
ャンマー軍の縮小につながり、軍
の転落が始まる可能性を秘めてい
る。これを軍部は恐れ始めて、ス
ー チー民主化路線を旧態依然た
る発想で阻止しようとしてクーデ
ターという暴挙に出たのではなか
ろうか。私たちはビルマ族中心の
ミャンマー政権だけを注視してい
るが、少数民族問題がミャンマー
という国造りにとって重要な意味
を持っていることを見逃してはな
らない。今回のクーデターでミャ
ンマーの真の独立国家としての在
り方が見えてきたように思える。

ミャンマーで軍部クーデター
背景に何があるのか
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2004年12月、ミャンマー・シャン州ラオカイで中国雲南省との国境検問所（孟定）前に立つ筆者（右）



特集

2021年度ODA予算概況
コロナ逆風下 「微増」の内実

日本の政府開発援助（ODA）一般会計予算は６年連続の増加となった。コロナ禍による国内経済の低
迷、いまだに続くリモートでの事業実施、対ミャンマーODAの新規案件停止の検討など、逆風下にあ
るODA。そうした中で予算はなんとか持ちこたえたかに見えるが、はたしてその内実は。ODAの一
層の戦略的活用が求められる中、外務省国際協力局、国際協力機構（JICA）のトップにも今後の展望
を聞いた。
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モーリシャスの住民にアンケート調査を実施する調査団員。国際協力機構（JICA）は、同国沿岸における船舶座礁・油流
出事故を受けて、2020年10月下旬から12月下旬にわたり沿岸域生態系や地域住民の社会・経済への影響を把握する
ための現地調査を実施した。同国向けには「新型コロナウイルス感染症危機対応緊急支援借款」として300億円を限度
とする円借款貸付契約を２月末に調印済み＝JICA提供
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2．13省庁・機関別ODA予算
     「顔の見える開発協力」正念場か
     外務省／国際協力機構／財務省／文部科学省／経済産業省／厚生労働省／
　　 国土交通省／農林水産省／総務省／環境省／法務省／金融庁／警察庁

1．開発協力の行方

 
     

　　外務省 国際協力局 局長　植野 篤志氏
　　国際協力機構（JICA） 理事長　北岡 伸一氏

■2017～19年度コンサルタント等契約実績（種類別）
JICAが公表している選定結果を基に、17年度から19年度までのコンサルタ

ント等契約実績のうち、「技術協力プロジェクト」「詳細計画策定調査」「各種評

価」「協力準備調査」「情報収集・確認調査」の件数をそれぞれ本誌独自で試算

した。なお、「各種評価」には事前調査、中間レビュー、終了時評価、事後評価が

含まれている。
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円借款 近年の受注動向
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2021年度ODA予算概況～コロナ逆風下 「微増」の内実
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震災後の日本に世界から支援

―フィリピンや中国での勤務を
経て、約10年ぶりに国際協力局に
戻られました。
 今回で国際協力局勤務は４回目
になる。1991～94年に当時の無
償資金協力課に勤務した。このこ
ろは日本の政府開発援助（ODA）
に勢いがあり、予算は右肩上がり
で伸びていた。世界のトップドナ
ーとして国際社会の期待に応える
余裕があった。２回目は2008年、
地球規模課題総括課長を務めた。
多国間開発機関への対応のほか、
当時の緒方貞子・国際協力機構
（JICA）理事長と一緒に「人間
の安全保障委員会」を運営した。
しかし、このころ、国際機関向け
の拠出金がどの機関でも４、５位
に下がってしまい、日本の発言力
に陰りが生じ始めた。
　その後、国際協力局政策課長に
なった時に起きたのが、東日本大
震災だった。この時、日本が援助
してきた多くの国から、たくさん
の支援と励ましの言葉をいただい
た。まさに日本がODAを展開し
てきた帰結だった。日々の仕事で
はODAが本当に役立っているの
か、感謝されているのか実感しに
くい。だが、震災後に世界中から

寄せられた声を聞き、まぎれもな
く私たちがしてきたことは間違い
なかったと、勇気づけられた。

日本の支援がコロナ対策で成果

―昨年は新型コロナウイルスの
感染が始まった中国・武漢から在
留邦人の帰国を陣頭指揮した後、
局長に就任されました。
　コロナ禍は、日本が提唱してき
た「人間の安全保障」の危機だと
思う。持続可能な開発目標
（SDGs）の「誰一人取り残さな
い」という理念がこれほど当ては
まる状況はない。日本は長らく国
際保健医療協力に取り組み、感染
症対策も2000年の九州・沖縄サ
ミット以降、世界をリードしてき
た。コロナ禍に対して「人間の安
全保障」の理念と、ユニバーサ
ル・ヘルス・カバレッジ（UHC）
を世界にアピールしてその達成に
向けた取り組みを実践していく必
要がある。
　特に日本が進めてきた息の長い
人材育成やシステム作りの支援は、
今後もきちんと進めていきたい。
日本が支援したガーナ野口記念医
学研究所やケニア中央医学研究所
（KEMRI）などは、各国のコロ
ナ禍への対応で中心的役割を担っ
ている。ベトナムでも、チョーラ
イ病院を中核とする保健システム
全体のネットワーク化をお手伝い
した。今、それが機能し、大きな
成果を挙げている。これは一朝一
夕でできる支援ではない。
　喫緊の課題は、ワクチンの確保
と接種だ。日本はこれまでワクチ

ンを開発途上国に公平に届ける
「ACTアクセラレータ」の設立
を主導し、COVAXファシリテ
ィに関しても２億ドルの拠出を表
明するなどで貢献してきた。日本
は、自力でコールドチェーン構築
ができない途上国に対して、二国
間ODAや国際機関との連携によ
り、ワクチンを一人一人に届ける
「ラスト・ワンマイルの支援」を
積極的に行っていく。
　昨年、自民党国際保健戦略特別
委員会（武見敬三委員長）などか
らグローバルヘルス協力について
の資金を倍増し、人材育成を一層
強化する提言をいただいた。コロ
ナ禍に対しては既に無償資金や技
術協力で機材やマスク、検査キッ
トの供与もしており、これまでよ
り保健分野のODAの実績は増え
ている。今後、中身を充実させて
いく結果として同分野の予算も増
えれば良い。
　また、仮に感染者がゼロになっ
ても、新たなパンデミックが来た
時に耐えられるように強靭な保健
医療体制を世界中で作らなければ
ならない。保健医療分野でのシス
テム作りは簡単に終わらない。こ
れまで以上に力を入れていきたい。

ミャンマー政変への対応

―ところで、ミャンマーでクー
デターが起き、情勢が緊迫してい
ます。日本政府の対応について教
えてください。
　日本はミャンマーと歴史的に関
係が深く、長い間、いろいろな関
係者とコミュニケーションを取り

ながら一連の民主化を後押しして
きた。民主化プロセスが損なわれ
る事態が生じ、デモ参加者に犠牲
者が出ていることに、重大な懸念
を抱いている。ミャンマー国軍に
は、①民間人に対する暴力的な対
応の即時停止、②アウン サン ス
ー チー国家最高顧問を含む拘束
された関係者の即時解放、③民主
的な政治体制の早期回復を求めて
いる。
　経済協力の方針については、現
時点（２月末現在）では固まってい
ない。今後の事態の推移を注視し、
予断することなく検討していく。

―中国の存在感が大きいだけに、
日本がミャンマーに対する経済協
力を停止しにくい面があるでしょ
う。日本の動向はミャンマー国民
からも、国際社会からも注目され
ています。
　丸山市郎駐ミャンマー大使は、
大使館前で現地国民からの要望書
を受け取り、日本政府がミャンマ
ー国民の声を無視しない姿勢をビ
ルマ語で示した。彼のようにミャ
ンマーを深く理解し、各界と人脈
を持つ外交官を派遣していること
は日本の大きな外交資産だ。
　日本の場合、ODAは数少ない
外交ツールであるため、その重み
は大きい。だからこそ、日々動い
ているデモの状況や当局の対応な
ど現地情勢のほか、国連、東南ア
ジア諸国連合（ASEAN）や欧米
の対応も見ていく必要がある。情
勢の更なる推移を見つつ対応を考
えていく。

気候変動と共に新型コロナウイルスの感染拡大が地球規模の課題になる一方、ミャンマーで軍事クーデタ
ーが起き、アジアの地域情勢も見通しにくい状況になっている。現在の国際情勢の分析と政府開発援助
（ODA）政策の舵取り、コロナ禍への対応などについて、植野篤志・外務省国際協力局長に聞いた。 　
（聞き手：本誌編集委員・竹内 幸史）

強靭な保健医療体制を世界で築く
ミャンマー情勢は注視して対応
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外務省 国際協力局 局長　植野 篤志氏
1987年、東京大学法学部卒業後、外務省に入省。北京大学、米コロンビア大学国際関係・公
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